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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第74期

中間連結会計期間
第75期

中間連結会計期間
第74期

会計期間
自 2024年４月１日
至 2024年９月30日

自 2025年４月１日
至 2025年９月30日

自 2024年４月１日
至 2025年３月31日

売上高 (千円) 5,945,952 6,598,582 13,429,290

経常利益 (千円) 916,552 959,497 2,122,350

親会社株主に帰属する中間
(当期)純利益

(千円) 596,858 622,908 1,439,924

中間包括利益又は包括利益 (千円) 275,498 799,106 1,140,180

純資産額 (千円) 13,197,708 14,449,051 14,062,391

総資産額 (千円) 15,862,139 17,230,422 17,450,276

１株当たり中間(当期)純利益 (円) 71.92 74.90 173.41

潜在株式調整後１株当たり中間
(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 83.2 83.9 80.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,031,234 328,120 2,145,548

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △141,804 △362,543 △211,063

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △387,577 △439,589 △391,593

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円) 3,649,508 4,233,024 4,707,554

(注) １ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容につい

て、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社については、当中間連結会計期間において、KIKUSUI ELECTRONICS INDIA PVT LTDを設立し

連結子会社としております。なお、当中間連結財務諸表に与える影響は軽微であります。

この結果、2025年９月30日現在では、当社グループは、当社、子会社７社により構成されることとなりました。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が

連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主

要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありませ

ん。

なお、文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

また、重要事象等は存在しておりません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

a 経営成績

当中間連結会計期間における我が国経済は、雇用・所得環境改善の動きが続く中、景気は緩やかな回復基調が

続いております。しかしながら、米国の通商政策、ウクライナや中東地域を巡る情勢不安、物価上昇の継続に加

え、金融資本市場の変動、中国経済の停滞など、依然として先行き不透明な状況が続いております。

当社グループが属する電気計測器業界においては、世界各国でのカーボンニュートラル、SDGs達成に向けた取

り組み等により、自動車関連市場や電池関連市場等において、また、AI(人工知能)の需要拡大に伴い、半導体関

連市場やデータセンター関連市場等において設備投資の拡大が期待されております。

このような状況の中、当社グループは、「パワーエレクトロニクス分野の評価及び測定ソリューション」をテ

ーマとして、ｅモビリティ、次世代エネルギー、パワー半導体、データセンターの４つの市場を重点市場として、

国内外の顧客ニーズに合わせたソリューションビジネスを積極的に展開し、展示会への出展やWebを活用した販売

促進活動等を進めるなど売上拡大に努めるとともに、原価低減にも努力を重ねてまいりました。

この結果、当中間連結会計期間の売上高は、GX(グリーントランスフォーメーション)関連市場、車載関連市場、

半導体関連市場及びデータセンター関連市場等の設備投資需要を取り込んだことにより、65億９千８百万円(前年

同期比11.0％増)となりました。

損益面におきましては、海外製品の仕入コスト、ベースアップ等による人件費及び研究開発費の増加等はあっ

たものの、売上高の増加により、営業利益８億４千４百万円(前年同期比1.3％増)、経常利益９億５千９百万円

(前年同期比4.7％増)、親会社株主に帰属する中間純利益６億２千２百万円(前年同期比4.4％増)となりました。

当社グループは、電気計測器等の製造、販売を行っているものであり、セグメントは単一であります。したが

いまして、セグメントごとに経営成績の状況は開示しておりません。

なお、当社グループにおける営業品目の製品群別売上の概況は、次のとおりであります。
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《電子計測器群》

電子計測器群では、安全関連試験機器は、EV(電気自動車)用バッテリの耐電圧・絶縁抵抗試験用として電池関

連市場向けに好調に推移いたしました。航空用電子機器の測定器は、航空・防衛関連市場向けに受注状況は好調

に推移しておりますが、納期の谷間となり、前年同期を下回りました。

以上の結果、売上高は15億６千６百万円(前年同期比1.8％減)となりました。

《電源機器群》

電源機器群では、直流電源は、宇宙産業市場、車載関連市場、エネルギー関連市場、半導体関連市場及び電子

部品市場への評価試験や製造設備用として好調に推移いたしました。交流電源は、車載関連市場、エネルギー関

連市場及びデータセンター関連市場への評価試験や製造設備用として好調に推移いたしました。電子負荷装置は、

エネルギー関連市場及びデータセンター関連市場への評価試験用として動きが見られましたが低調に推移いたし

ました。

以上の結果、売上高は47億７千８百万円(前年同期比16.6％増)となりました。

《修理・校正サービス等》

修理・校正サービス等につきましては、特記すべき事項はありません。

当該修理・校正サービス等の売上高は、２億５千３百万円(前年同期比0.0％増)となりました。

上記に含まれる海外市場の売上の概況は以下のとおりであります。

《海外市場》

米国では、宇宙産業市場及びAI関連市場への直流電源並びにエネルギー関連市場への交流電源が好調に推移い

たしました。

欧州では、航空宇宙関連市場への交流電源に動きがありましたが、全体的には低調に推移いたしました。

アジアにおいては、中国では、自動車関連市場の設備投資抑制の影響はあったものの、電池関連市場への安全

関連試験器が好調に推移したことにより、前年同期を上回りました。また、韓国では、EV関連市場への直流電源

が好調に推移し、東南アジアでは、データセンター関連市場への交流電源に動きが見られました。インドでは、

EV関連市場及びデータセンター関連市場への交流電源が好調に推移いたしました。

以上の結果、海外売上高は25億５千４百万円(前年同期比16.9％増)となりました。

b 財政状態

当中間連結会計期間における総資産は、生産活動等による仕掛品の増加や投資有価証券の中間期末時価の上昇

により増加したものの、現金及び預金、受取手形及び売掛金並びに電子記録債権の減少等により、前連結会計年

度末に比べ２億１千９百万円減少し、172億３千万円となりました。

負債は、投資有価証券の中間期末時価の上昇による繰延税金負債が増加したものの、支払手形及び買掛金の減

少並びに納税による未払法人税等の減少及び役員賞与の支給による役員賞与引当金の減少等により、前連結会計

年度末に比べ６億６百万円減少し、27億８千１百万円となりました。

純資産は、配当の実施により利益剰余金が減少したものの、親会社株主に帰属する中間純利益の計上及び投資

有価証券の中間期末時価の上昇によりその他有価証券評価差額金が増加したこと等により、前連結会計年度末に

比べ３億８千６百万円増加し、144億４千９百万円となりました。
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(2) キャッシュ・フロー状況の分析

当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度の

期末残高に比べ４億７千４百万円(10.1％)減少し、42億３千３百万円となりました。

当中間連結会計期間に係る区分ごとのキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、３億２千８百万円の収入(前年同期10億３千

１百万円の収入)となりました。これは、税金等調整前中間純利益９億５千９百万円の計上及び売上債権の減少額５

億６千８百万円等による資金の増加が、法人税等の支払額５億６千８百万円、棚卸資産の増加額２億３千９百万円

及び仕入債務の減少額２億２千６百万円等による資金の減少を上回った結果によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、３億６千２百万円の支出(前年同期１億４千

１百万円の支出)となりました。これは、定期預金の増加による支出１億４千６百万円及び無形固定資産の取得によ

る支出１億３千万円等により資金が減少したことによるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、４億３千９百万円の支出(前年同期３億８千

７百万円の支出)となりました。これは、配当金の支払額４億３千７百万円等により資金が減少したことによるもの

であります。

(3) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載については重要な変更はありません。

(4) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等(会社

法施行規則第118条第３号に掲げる事項)については、当中間連結会計期間において変更ありません。

(5) 研究開発活動

当中間連結会計期間の研究開発費の総額は６億５千８百万円であります。

なお、当中間連結会計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３ 【重要な契約等】

当中間連結会計期間において、重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

② 【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2025年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2025年11月７日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 9,900,000 9,900,000
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数は100株でありま
す。

計 9,900,000 9,900,000 － －

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2025年９月30日 － 9,900,000 － 2,201,250 － 1,936,250
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(5) 【大株主の状況】

2025年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

菊水取引先持株会
神奈川県横浜市都筑区茅ケ崎中央６番１号
サウスウッド４階
菊水ホールディングス㈱社内

966 11.61

株式会社ケーティーエム 東京都大田区石川町２－18－１ 909 10.92

菊水従業員持株会
神奈川県横浜市都筑区茅ケ崎中央６番１号
サウスウッド４階
菊水ホールディングス㈱社内

379 4.56

株式会社みずほ銀行
東京都千代田区大手町１－５－５
常任代理人 ㈱日本カストディ銀行

360 4.32

小 林 寛 子 東京都大田区 346 4.16

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内１－６－６
常任代理人 日本マスタートラスト信託銀行㈱

301 3.61

アジア電子工業株式会社 長野県飯田市中村80－１ 290 3.49

ケル株式会社 東京都多摩市永山６－17－７ 220 2.64

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内１－４－５ 214 2.58

橋 本 幸 雄 東京都府中市 188 2.26

計 － 4,176 50.15

(注) 上記のほか当社所有の自己株式1,572千株があります。

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2025年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 1,572,500
－ －

完全議決権株式(その他) 普通株式 8,313,300 83,133 －

単元未満株式 普通株式 14,200 － －

発行済株式総数 9,900,000 － －

総株主の議決権 － 83,133 －

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式61株が含まれております。
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② 【自己株式等】

2025年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
菊水ホールディングス株
式会社

神奈川県横浜市都筑区
茅ケ崎中央６番１号
サウスウッド４階

1,572,500 － 1,572,500 15.88

計 － 1,572,500 － 1,572,500 15.88

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2025年４月１日から2025年９月30

日まで)に係る中間連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,716,583 4,391,834

受取手形及び売掛金 2,538,910 2,075,764

電子記録債権 597,753 497,285

有価証券 － 49,770

商品及び製品 1,364,602 1,337,660

仕掛品 555,764 882,757

原材料及び貯蔵品 1,650,696 1,592,782

未収消費税等 38,586 54,113

その他 126,130 142,515

流動資産合計 11,589,028 11,024,484

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 416,588 396,094

土地 1,454,495 1,454,495

その他（純額） 445,419 436,052

有形固定資産合計 2,316,503 2,286,641

無形固定資産 55,139 196,192

投資その他の資産

投資有価証券 2,099,518 2,327,255

その他 1,392,102 1,397,864

貸倒引当金 △2,015 △2,015

投資その他の資産合計 3,489,605 3,723,104

固定資産合計 5,861,248 6,205,938

資産合計 17,450,276 17,230,422

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 950,465 730,787

未払法人税等 528,592 318,661

賞与引当金 396,416 340,376

役員賞与引当金 104,900 －

製品保証引当金 11,062 12,531

その他 540,509 428,124

流動負債合計 2,531,945 1,830,480

固定負債

退職給付に係る負債 12,847 13,371

その他 843,091 937,518

固定負債合計 855,939 950,890

負債合計 3,387,885 2,781,371
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,201,250 2,201,250

資本剰余金 2,831,425 2,849,346

利益剰余金 8,604,425 8,786,942

自己株式 △877,405 △867,381

株主資本合計 12,759,695 12,970,157

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 986,985 1,172,426

為替換算調整勘定 232,814 236,056

退職給付に係る調整累計額 82,895 70,410

その他の包括利益累計額合計 1,302,695 1,478,893

純資産合計 14,062,391 14,449,051

負債純資産合計 17,450,276 17,230,422
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(2) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

(単位：千円)
前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

売上高 5,945,952 6,598,582

売上原価 2,797,741 3,260,315

売上総利益 3,148,211 3,338,267

販売費及び一般管理費 ※ 2,314,435 ※ 2,493,901

営業利益 833,776 844,365

営業外収益

受取利息 1,336 5,497

受取配当金 68,127 93,430

為替差益 6,398 3,017

その他 10,517 18,435

営業外収益合計 86,379 120,381

営業外費用

支払利息 2,264 3,386

支払手数料 999 999

その他 338 863

営業外費用合計 3,603 5,249

経常利益 916,552 959,497

税金等調整前中間純利益 916,552 959,497

法人税等 319,693 336,588

中間純利益 596,858 622,908

親会社株主に帰属する中間純利益 596,858 622,908



― 13 ―

【中間連結包括利益計算書】

(単位：千円)
前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

中間純利益 596,858 622,908

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △272,424 185,440

為替換算調整勘定 △42,421 3,241

退職給付に係る調整額 △6,515 △12,484

その他の包括利益合計 △321,360 176,198

中間包括利益 275,498 799,106

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 275,498 799,106

非支配株主に係る中間包括利益 － －
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 916,552 959,497

減価償却費 133,257 123,956

株式報酬費用 14,471 13,509

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） － △22,237

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △19,118 523

賞与引当金の増減額（△は減少） 29,884 △56,371

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △97,300 △104,900

製品保証引当金の増減額（△は減少） 1,967 1,469

受取利息及び受取配当金 △71,145 △100,932

支払利息 2,264 3,386

売上債権の増減額（△は増加） 470,603 568,745

棚卸資産の増減額（△は増加） △237,124 △239,731

仕入債務の増減額（△は減少） 272,255 △226,571

保険積立金の増減額（△は増加） △19,021 19,885

未払金の増減額（△は減少） △76,660 △17,785

未払消費税等の増減額（△は減少） △132,524 △55,137

未収消費税等の増減額（△は増加） 36,441 △15,527

仮払金の増減額（△は増加） 33,166 3,069

預り金の増減額（△は減少） △70,690 △45,492

その他 △11,044 △7,256

小計 1,176,234 802,099

利息及び配当金の受取額 71,151 99,543

利息の支払額 △4,041 △4,533

法人税等の支払額 △261,373 △568,989

法人税等の還付額 49,263 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,031,234 328,120

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の純増減額（△は増加） △0 △146,904

有形固定資産の取得による支出 △124,697 △79,074

無形固定資産の取得による支出 △12,708 △130,398

投資有価証券の取得による支出 △4,537 △6,791

その他 140 625

投資活動によるキャッシュ・フロー △141,804 △362,543

財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △1,533 △2,329

配当金の支払額 △386,044 △437,260

財務活動によるキャッシュ・フロー △387,577 △439,589

現金及び現金同等物に係る換算差額 △37,015 △516

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 464,837 △474,530

現金及び現金同等物の期首残高 3,184,671 4,707,544

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 3,649,508 ※ 4,233,024
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

（連結の範囲の変更）

当中間連結会計期間より、新たに設立したKIKUSUI ELECTRONICS INDIA PVT LTDを連結の範囲に含めており

ます。当該連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。なお、この変更による当中間

連結財務諸表に与える影響は軽微であります。

（会計方針の変更等）

該当事項はありません。

（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

（税金費用の計算）

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前中間

純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。ただし、当該見積実効税率を用いて

税金費用を計算すると著しく合理性に欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用する方法によっており

ます。

（中間連結損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

給与手当 527,104千円 595,679千円

賞与引当金繰入額 170,333千円 156,963千円

退職給付費用 11,107千円 6,911千円

製品保証引当金繰入額 1,967千円 1,469千円

研究開発費 594,570千円 658,610千円
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。

前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

現金及び預金 3,658,537千円 4,391,834千円

計 3,658,537千円 4,391,834千円

預入期間が３か月を超える
定期預金

△9,029千円 △158,810千円

現金及び現金同等物 3,649,508千円 4,233,024千円

（株主資本等関係）

前中間連結会計期間(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年５月30日
取締役会

普通株式 389,681 47 2024年３月31日 2024年６月12日 利益剰余金

２ 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるも

の

該当事項はありません。

３ 株主資本の著しい変動に関する事項

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

当中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年５月29日
取締役会

普通株式 440,391 53 2025年３月31日 2025年６月12日 利益剰余金

２ 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるも

の

該当事項はありません。

３ 株主資本の著しい変動に関する事項

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社グループは、電気計測器等の製造、販売を行っているものであり、セグメントは単一であるため、記載を省略

しております。
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（金融商品関係）

前連結会計年度末(2025年３月31日)

(単位：千円)

科目 連結貸借対照表計上額 時価 差額

投資有価証券

その他有価証券 2,001,929 2,001,929 －

資産計 2,001,929 2,001,929 －

(注) 市場価格のない株式等は、「投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は

以下のとおりであります。

区分 連結貸借対照表計上額(千円)

非上場株式 97,589

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 1,818,851 － － 1,818,851

国債・地方債等 － － － －

社債 － 98,810 － 98,810

その他 84,267 － － 84,267

資産計 1,903,119 98,810 － 2,001,929

当中間連結会計期間末(2025年９月30日)

有価証券及び投資有価証券が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の

末日に比べて著しい変動が認められます。

(単位：千円)

科目 中間連結貸借対照表計上額 時価 差額

有価証券及び投資有価証券

その他有価証券 2,279,436 2,279,436 －

資産計 2,279,436 2,279,436 －

(注) 市場価格のない株式等は、「有価証券及び投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の中間連結貸

借対照表計上額は以下のとおりであります。

区分 中間連結貸借対照表計上額(千円)

非上場株式 97,589

なお、有価証券及び投資有価証券に含まれる項目のうち、時価で中間連結貸借対照表に計上している株式及び国

債・地方債等の時価のレベルごとの金額について、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められます。

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券

その他有価証券

株式 2,087,388 － － 2,087,388

国債・地方債等 － － － －

社債 － 99,050 － 99,050

その他 92,998 － － 92,998

資産計 2,180,386 99,050 － 2,279,436
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（有価証券関係）

前連結会計年度末(2025年３月31日)

その他有価証券

区分 取得原価(千円)
連結貸借対照表
計上額(千円)

差額(千円)

株式 422,702 1,818,851 1,396,149

債券 100,000 98,810 △1,190

その他 48,595 84,267 35,672

計 571,297 2,001,929 1,430,631

（注）その他の証券（連結貸借対照表計上額97,589千円）については、市場価格のない株式等のため、上表には含め

ておりません。

当中間連結会計期間末(2025年９月30日)

その他有価証券が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末日に

比べて著しい変動が認められます。

その他有価証券

区分 取得原価(千円)
中間連結貸借対照表

計上額(千円)
差額(千円)

株式 429,493 2,087,388 1,657,894

債券 100,000 99,050 △950

その他 48,595 92,998 44,402

計 578,088 2,279,436 1,701,347

（注）その他の証券（中間連結貸借対照表計上額97,589千円）については、市場価格のない株式等のため、上表には

含めておりません。

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。

（企業結合等関係）

該当事項はありません。



― 19 ―

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前中間連結会計期間（自 2024年４月１日 至 2024年９月30日）

当社グループは、電気計測器等の製造、販売を行っており、セグメントは単一であります。当社グループの売上高

は全て顧客との契約から生じたものであります。

なお、顧客との契約から生じる収益を分解した情報は以下のとおりであります。

(1) 製品及びサービスごとの分解情報

(単位：千円)

電子計測器 電源機器
修理・校正
サービス等

合計

一時点で履行義務が充足する財
又はサービス

1,594,679 4,097,423 253,849 5,945,952

一定の期間にわたり履行義務が
充足する財又はサービス

－ － － －

顧客との契約から生じる収益 1,594,679 4,097,423 253,849 5,945,952

外部顧客への売上高 1,594,679 4,097,423 253,849 5,945,952

(2) 地域ごとの分解情報

(単位：千円)

日本 北米 中国
その他
アジア

ヨーロッパ
その他の
地域

合計

一時点で履行義
務が充足する財
又はサービス

3,761,618 464,344 914,650 519,012 262,860 23,465 5,945,952

一定の期間にわ
たり履行義務が
充足する財又は
サービス

－ － － － － － －

顧客との契約か
ら生じる収益

3,761,618 464,344 914,650 519,012 262,860 23,465 5,945,952

外部顧客への売
上高

3,761,618 464,344 914,650 519,012 262,860 23,465 5,945,952
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当中間連結会計期間（自 2025年４月１日 至 2025年９月30日）

当社グループは、電気計測器等の製造、販売を行っており、セグメントは単一であります。当社グループの売上高

は全て顧客との契約から生じたものであります。

なお、顧客との契約から生じる収益を分解した情報は以下のとおりであります。

(1) 製品及びサービスごとの分解情報

(単位：千円)

電子計測器 電源機器
修理・校正
サービス等

合計

一時点で履行義務が充足する財
又はサービス

1,566,177 4,778,431 253,973 6,598,582

一定の期間にわたり履行義務が
充足する財又はサービス

－ － － －

顧客との契約から生じる収益 1,566,177 4,778,431 253,973 6,598,582

外部顧客への売上高 1,566,177 4,778,431 253,973 6,598,582

(2) 地域ごとの分解情報

(単位：千円)

日本 北米 中国
その他
アジア

ヨーロッパ
その他の
地域

合計

一時点で履行義
務が充足する財
又はサービス

4,044,076 678,759 1,046,286 622,312 187,206 19,940 6,598,582

一定の期間にわ
たり履行義務が
充足する財又は
サービス

－ － － － － － －

顧客との契約か
ら生じる収益

4,044,076 678,759 1,046,286 622,312 187,206 19,940 6,598,582

外部顧客への売
上高

4,044,076 678,759 1,046,286 622,312 187,206 19,940 6,598,582
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（１株当たり情報）

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前中間連結会計期間

(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

１株当たり中間純利益 71円92銭 74円90銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する中間純利益(千円) 596,858 622,908

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
中間純利益(千円)

596,858 622,908

普通株式の期中平均株式数(株) 8,298,891 8,317,063

(注) 潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２ 【その他】

2025年５月29日開催の取締役会において、2025年３月31日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり期末配

当を行うことを決議いたしました。

① 配当金の総額 440,391千円

② １株当たりの金額 53円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2025年６月12日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。



独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2025年11月７日

菊水ホールディングス株式会社

取締役会 御中

EY新日本有限責任監査法人

東 京 事 務 所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 谷 口 公 一

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 大 沼 健 二

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている菊水ホールディ

ングス株式会社の2025年４月１日から2026年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年４月１日から

2025年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括

利益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、菊水ホールディングス株式会社及び連結子会社の2025年９月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用

される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。



中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付

ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場

合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期

中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で

きなくなる可能性がある。

・ 中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

いないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構

成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認め

られないかどうかを評価する。

・ 中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

(注) １ 上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２ XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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